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第 1 章 経営戦略の改定 

1. 簡易水道事業の経営戦略 

水道・簡易水道事業をはじめとする公営企業は、高度成⾧期に整備された水道施設が更

新時期を迎え、人口減少に伴う料金収入の減少により経営環境は厳しさを増しています。 

 こうした状況において、総務省は「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平

成 26 年 8 月 29 日付総務省自治財務局通知）により、将来にわたって安定的に事業を継続

していくための、中⾧期的な基本計画である「経営戦略」の策定を地方公共団体に要請し

ました。さらに、同省は「経営戦略の改定推進について」（令和 4 年１月 25 日同局通知）

において、経営戦略の見直しに当たっては、料金収入、施設更新費用、維持管理等の事項

を投資・財政計画に的確に反映するように求めているところです。 

初山別地区簡易水道事業は、昭和 45 年 3 月 31 日に創設され第 1 次から第 3 次の拡張を

行い現在に至っております。この中で、将来にわたる安定的かつ計画的な経営を見通すた

めに、平成 29 年 1 月に初山別村簡易水道事業経営戦略を策定しています。そして、現在、

水道事業を巡る環境の変化に対応をするため、令和 4 年度にアセットマネジメントを実施

し、今回の「経営戦略の改定」となりました。 

 

持続的な経営のための基本的な考え方について 平成 30 年 9 月 

総務省自治財政局公営企業経営室 

（中⾧期の視点に立った経営戦略の策定） 

 想定を上回る人口減少に伴う料金収入の減少や更新時期の到来に伴う建設改良費

の増加など、水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、持続的な経営を確保

するためには、中⾧期の視点に立った経営戦略がより重要となっている。 

 経営戦略の策定に当たっては、アセットマネジメントを実施することにより中⾧期

的な収支見通しを立てた上で、収支の改善に向けて、料金収入の確保や広域化、民

間活用等の抜本的な改革を含めた経営基盤強化のための具体的な取組について検

討する必要がある。 

 経営戦略を策定した後には、定期的な進捗管理と見直しにより、内容の充実を図る

ことも必要である 

（適切なアセットマネジメントの実施） 

 水道事業は浄水場、管路等、多くの事業用資産の保有を前提とした事業であること

から、中⾧期の視点に立った経営戦略を策定するためには、適切なアセットマネジ

メントが不可欠となる。 

 アセットマネジメントにおいては、施設台帳を整備した上で、将来必要となる更新

需要を踏まえた財政収支見通しを策定することにより、中⾧期を見通して必要とな

る料金水準を算定し、経営基盤の強化による収支改善の必要性を把握する必要があ

る 
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第 1 章 経営戦略の改定 

2. 経営戦略の見直しと計画期間 

経営戦略の計画期間は、「総務省 経営戦略策定・改定マニュアル 令和 4 年 1 月改定」で

は、「毎年度の進捗管理、3～5 年毎の検証や評価、そして改定を行っていくというＰＤＣＡ

サイクルを導入して確立させる必要があります。」と記載されています。 

 

今回の経営戦略の改定は、このＰＤＣＡサイクルと合致するものであり、着実に計画を進

めるための必要なステップとなっています。このため、上記マニュアル等に準拠して経営戦

略の計画期間は 10 年間（令和 7～16 年度）、見直しは原則 5 年毎であるため次回は令和 12

年 3 月を予定し、実施することを基本とします。改定は、給水人口や給水量の減少、経営指

標の推移、などを踏まえて進めていきます。 

 

 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

初山別村水道事業

経営戦略 

           

図 1-1 経営戦略の計画期間 

 

 

図 1-2 総務省「経営戦略策定・改定マニュアル（令和 4 年 1 月改定）」より 
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第 1 章 経営戦略の改定 

 

 

図 1-3 総務省「経営戦略策定・改定マニュアル（令和 4 年 1 月改定）」より 
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第 2 章 事業概要 

1. 初山別村の概要 

初山別村は、北海道の北西部（道北地方の日本海側沿岸）、留萌振興局管内の中部にある

苫前郡の村で、留萌振興局管内唯一の村です。日本最北の天文台であるしょさんべつ天文

台が置かれています。 

村内には 7 つの集落があり、南部地区（有明、栄）・中部地区（初山別、千代田）・北部

地区（豊岬、明里、共成）の 3 地区に分けられます。中心地は中部地区で公共施設が集ま

っており、他に有明（ありあけ）と豊岬（とよさき）が拠点集落となっています。 

村名の由来は、開村の経緯｢松前史」（1781 年天明元年）に「モロクベツ・シュシャベツ・

フラレベツ・オタコベツ」の本村主要地名があります。江戸時代の調査･探検の記録が古文

書に散見され、番屋、休憩所や烽火台、弁天社があり、アイヌの人たちが居住。秋田藩・

庄内藩の管轄を経て、明治 13 年苫前村戸⾧役場管轄。明治 27 年羽幌村戸⾧役場管轄。明

治 34 年 9 月に初山別村戸⾧役場を創設（開基）。明治 42 年 4 月、2 級町村制が施行され

村名を「初山別村」としました。 

村名の由来 「初山別/しょさんべつ」はアイヌ語で「ソウサンベツ／滝が・そこで・流

れ出ている・川」の意から転訛したものと言われています。（松浦地名解/アイヌ語地名普

及会）なお、他の地名解としては更科地名解の「シュシュ・サム・ペツ/柳原の近くの川」

などがあります。 

気候は、寒冷地ではありますが、対馬海流の影響で比較的暖かい傾向があります。内陸

に比べると寒暖差もそこまで激しくありません。2020 年の平均気温は 8.2℃となっていま

す。 

令和 6 年 12 月末日現在での人口は、1005 人（男 499 人、女 506 人）、世帯数 500 世帯、

面積 279.52km²となっております。 

  
図 2 初山別村の位置図 
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第 2 章 事業概要 

2. 水道事業の概況 

(1) 沿革 

初山別地区簡易水道事業は、昭和 45 年 3 月 31 日に創設され第 1 次から第 3 次の拡

張を行い現在に至っております。 

初山別村の水道事業は、昭和 45 年に創設された初山別地区簡易水道、昭和 48 年に

創設された有明地区簡易水道、昭和 50 年に創設された東山地区飲料水供給事業の 2 簡

易水道、1 飲料水供給がありました。 

平成 3 年に東山地区飲料水供給事業は有明地区簡易水道に統合され、初山別地区簡易

水道と有明地区簡易水道の 2 簡易水道となっていましたが、平成 23 年 7 月 19 日によ

り統合し、初山別地区簡易水道事業として現在に至っています。 

 

表 2-1 水道事業の沿革 

初山別地区簡易水道事業 

名 称 認可年月日 
給水人口

（人） 

1 日最大給

水量（㎥） 
備考 

創設 S46.3.31 2,370 355.5  

第 1 次拡張 S51.12.3 1,650 355.5  

第 2 次拡張 S62.5.21 1,650 620  

第 3 次拡張 H23.4 1.330 820 有明地区を統合 

有明地区簡易水道事業 

名 称 認可年月日 
給水人口

（人） 

1 日最大給

水量（㎥） 
備考 

創設 S48.3.31 550 82.5  

第 1 次拡張 S59.4.21 550 107.0  

第 2 次拡張 H3.3.7 320 107.0 東山地区を統合 

東山地区飲料水供給事業 

名 称 認可年月日 
給水人口

（人） 

1 日最大給

水量（㎥） 
備考 

創設 S50.11.26 30 4.5  

変更認可申請書による 
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第 2 章 事業概要 

(2) 給水状況 

初山別地区簡易水道事業は、現在の普及率が 97.7%であり、生活と経済活動を支える

重要なライフラインとなっています。 

給水概況を「表 2-2」に示すほか、これらの情報を補完する観点から他の給水に関す

る情報を「表 2-3」に示します。 

 

表 2-2 給水人口及び業務量等 

名 称 数 値 備 考 

供用開始 初山別地区 昭和 46 年 12 月  

年月日 有明地区 昭和 49 年 3 月  

 東山地区 平成 3 年 3 月（有明地区に統合）  

給水区域 字初山別、字千代田、字豊岬、字明里、

字栄及び羽幌町字築別 

 

法適(全部・財務)・非適の区分 法適用（財務）  

計画給水人口 1,330 人  

現在給水人口 1,005 人（令和 5 年度決算）  

 

表 2-3 給水人口及び業務量等 

名 称 数 値 備 考 

行政区域内人口 1,029 人  

現在給水人口 1,005 人  

普及率 97.7％ 1,005/1,029＝0.977 

年間総配水量 209,943 ㎥  

年間総有収水量 156,219 ㎥  

年間有収率 74.4％ 156,219/209,943＝0.744 
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第 2 章 事業概要 

(3) 施設状況 

初山別村簡易水道事業の施設状況を表 2-4、表 2-5 および施設・管路の状況を図 2-

6、図 2-7 に示します。 

 

表 2-4 施設概況 

施 設 施設名称 形状寸法等 

水源 

(初山別) 

初山別取水場 

風連別川水系風連別川左岸表流水 

計画取水量 682 ㎥/日 

初山別第 2 取水場 

茂初山別川水系茂初山別川表流水 

計画取水量 95 ㎥/日 

水源 

(有明) 

有明第 1 取水場 

茂築別川水系 7 線沢川左岸表流水 

計画取水量 133 ㎥/日 

有明第 2 取水場 

茂築別川水系茂築川左岸表流水 

計画取水量 77 ㎥/日 

導水施設 

(初山別) 

初山別導水ポンプ場 

 

初山別取水場から初山別

浄水場まで 

浄水施設 

(初山別) 

初山別浄水場 

 沈殿池 フロック形成池 2 池 

     薬品沈殿池   2 池 

 急速ろ過 3 池 

 滅菌装置 2 台 

計画処理水量 

680.1 ㎥/日 

浄水施設 

(有明) 

有明浄水場 

 沈殿池 フロック形成池 2 池 

     薬品沈殿池   2 池 

 急速ろ過 2 池 

 滅菌装置 3 台（内 1 台予備） 

計画処理水量 

138.7 ㎥/日 

送水施設 

(初山別) 

初浦送水ポンプ場 初山別浄水場から初浦配

水池まで 

送水施設 

(有明) 

有明高台送水ポンプ場 有明配水池から有明高台

配水池まで 

配水施設 

(初山別) 

初山別第 1 配水池（RC 造） 

初山別第 2 配水池（RC 造） 

初浦配水池（RC 造） 

V=241.7 ㎥ 

V=180.0 ㎥ 

V= 43.3 ㎥ 

配水施設 

(有明) 

 

有明配水池（RC 造） 

有明高台配水池（RC 造） 

栄第 2 配水池（RC 造） 

配水ポンプ井 

V=137.7 ㎥ 

V= 36.1 ㎥ 

V=  7.2 ㎥ 

東山地区へ配水 
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第 2 章 事業概要 

 

表 2-5 主要施設の経過年数 

施 設 施設名称 施工年 経過年数 備 考 

水源 

(初山別) 

初山別取水場 S45（1970） 55 年  

初山別第 2 取水場 S57（1982） 43 年  

水源 

(有明) 

有明第 1 取水場 S59（1984） 41 年  

有明第 2 取水場 H19（2007） 18 年  

導水施設 

(初山別) 

初山別導水ポンプ場 

 

S45（1970） 55 年  

浄水施設 

(初山別) 

初山別浄水場 

 

S63（1988） 37 年  

浄水施設 

(有明) 

有明浄水場 

 

H17（2005） 20 年  

送水施設 

(初山別) 

初浦送水ポンプ場 H24（2012） 13 年  

送水施設 

(有明) 

有明高台送水ポンプ場 H19（2007） 18 年  

配水施設 

(初山別) 

初山別第 1 配水池 

初山別第 2 配水池 

初浦配水池 

S63（1988） 

S63（1988） 

S46（1971） 

37 年 

37 年 

54 年 

 

配水施設 

(有明) 

 

有明配水池 

有明高台配水池 

栄第 2 配水池 

配水ポンプ井 

H18（2006） 

S57（1982） 

S50（1975） 

S51（1976） 

19 年 

43 年 

50 年 

49 年 

 

※対象は構築物、経過年数は R6（2025.3）年度末。 

 

表 2-6 管路の延⾧ 

施 設 延⾧（ｍ） 延⾧計 備 考 

導水管 31,365.47ｍ 

149,238.94ｍ 

 

送水管 8,881.75ｍ  

配水管 108,991.72ｍ  
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第 2 章 事業概要 

 

 

図 2-7 構築物及び設備 取得年度別帳簿原価 

 

 
図 2-8 管路 布設年度別 延⾧ 
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現在の構造物及び設備については、最も古いもので創設時の昭和 45 年（1970 年）に

設置された初山別地区の取水施設及び導水ポンプ場があります。また、管路においては、

初山別地区の昭和 46 年（1971 年）に布設された配水管があります。 

 

今後の水道事業経営には、施設等の資産について健全度を定期的に把握し、定期点検

やメンテナンスなどにより⾧寿命化を図ることが重要です。その上で、資産（施設およ

び管路等）への更新投資とその財源確保のバランスを取りながら、事業経営を持続させ

ることが必要となります。そこで、資産の健全度について、将来的にどのように推移し

ていくのかをシミュレーションしました。具体的には、健全度を表 2-7、表 2-8 のと

おり定義し、構造物、設備及び管路を対象に、これらを更新しなかった場合の健全度の

推移（100 年間）を以下のとおりグラフ化しました。 

 

表 2-7  構造物・設備（資産額）の健全度 

名 称 説      明 
健全資産額 経過年数が法定耐用年数以内の資産額 
経年化資産額 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5 倍の資産額 
老朽化資産額 経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超えた資産額 

 

表 2-8  管路（延⾧）の健全度 
名 称 説     明 

健全管路延⾧ 経過年数が法定耐用年数以内の管路延⾧ 
経年化管路延⾧ 経過年数が法定耐用年数の 1.0～1.5 倍の管路延⾧ 
老朽化管路延⾧ 経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍を超えた管路延⾧ 
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構造物及び設備の健全度（更新しなかった場合） 

【施設】 

 

 

2025 年 資産額(千円) 割合（％） 備 考 

健全資産 1,502,645 86.8％  

経年化資産 139,636 8.1％  

老朽化資産 88,893 5.1％  

 

構造物及び設備の健全度は、現在、総資産額の約 8.7 割が健全資産、耐用年数を超え

た経年化・老朽化資産は約 1.3 割の状況です。 

既に耐用を超えた資産の大半は機械・電気・計装であり、耐用年数が短いのが要因と

なっています。 

 10 年後の 2035 年には健全資産が約 5 割となる見通しです。 
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【管路】 

 
 

2025 年 延⾧(km) 割合（％） 備 考 

健全資産 75,187 92.1％  

経年化資産 6,468 7.9％  

老朽化資産 0 0.0％  

 

管路の健全度は、現在、総資産額の約 9.2 割が健全資産、耐用年数を超えた経年化・

老朽化資産は約 0.8 割の状況です。 

既に耐用を超えた資産はほとんどない状況ですが 20 年後の 2045 年では健全資産は

5 割以下となる見通しです。 
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(4) 水道料金 

現行水道料金体系は、表 2-9 に示すように、料金用途は各種に分かれ基本料金と超過

料金の合計にメータ使用料金を加えた料金となります。 

 

表 2-9 水道料金体系表 

水道料金計量専用栓（１ヵ月につき） 

種別 

＼区分 
用途 

基本料金 超過料金 
附記 

水量 料金 水量 料金 

専 用 計 量

給水 

一般用 10m³ 2,410 円 1m³ 260 円 一般家庭用 

営業用 20m³ 4,510 円 1m³ 260 円 料理店、飲食店、魚菜専門
店、旅館等 

団体用 20m³ 4,830 円 1m³ 260 円 官公署、会社、各団体学校
病院等 

浴場用 100m³ 9,670 円 1m³ 130 円 一般公衆浴場 

工場用 50m³ 9,670 円 1m³ 140 円 木工場、加工場、その他事
業場等で使用 

臨時用 10m³ 5,270 円 1m³ 300 円 工事、露店その他臨時の
もの 

農業用 20m³ 2,610 円 1m³ 140 円 農業用 

メーター使用料 

種別/使用料 13mm 20mm 25mm 40mm 50mm 75mm 

月額 280 円 360 円 370 円 580 円 2,510 円 3,870 円 
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本村と管内の他自治体における水道料金の比較は、図 2-10 のとおりです。水道料金

については、管内の他事業体平均値を下回った金額となっています。 

 

 
図 2-10 道内類似団体との水道料金比較 

※水道料金については、「R4 北海道の水道」より、10 ㎥までの料金で比較 

（メーター使用量は含まず） 

 

(5) 組織 

簡易水道事業は、現在、初山別村⾧を事業管理者として、簡易水道事業及び下水道事

業を所管する経済課において上下水道係により運営されていて、水道担当者として 1 名

により関連事務を執行しています。 
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3. これまでの主な経営健全化の取組 

(1) 民間活用及び技術者確保 

平成 19 年度に公的資金補償金免除繰上償還に当り、「公営企業経営健全化計画」を策

定し、経常経費の剰余金を見込み補填財源を抑制し、維持管理費の削減及び料金収入の

若干の増額を見込み水道経営の効率化を図りました。 

 

(2) 施設・整備の統合化及び広域化 

 平成 3 年度に初山別東山地区飲料水供給事業を有明地区簡易水道に統合しています。

平成 15 年度には区域拡張を行い有明浄水場を増設しています。 

 平成 23 年 7 月に初山別地区簡易水道と有明地区簡易水道を統合し、会計は一本化、

経営や施設管理などの一体化を進めてきました。 

 

(3) アセットマネジメント 

令和 4 年度にアセットマネジメントを実施し、保有資産の把握、中⾧期的な財政の見

通しの把握に取り組みました。 

 

(4) 経営戦略目標 

平成 29 年 1 月に策定された経営戦略（平成 28 年度から令和 7 年度）は、投資計画及

び財源計画においてそれぞれ目標を掲げており、その内容についての振り返りを以下の

表に示します。 

 

経営戦略目標（期間：H28～R7）進捗状況 

◆強靭：耐震化（老朽管の整備） 平成 28 年（2016 年）から平成 29 年（2017 年） 

    内容：有明地区配水管の更新 

    実績：初山別地区統合整備工事（H28～H29） 

 

◆強靭：耐震化（老朽管の整備） 平成 30 年（2018 年）から令和 2 年（2020 年） 

    内容：有明地区導水管の一部の更新 

    実施：有明地区基幹改良工事（H30～R2） 

 

◆持続：効果的整備計画 

    内容：老朽管路の更新 

    実績：アセットメネジメント策定（R4） 
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◇進捗状況 

老朽管の更新は実施済みとなっています。令和 4 年度に「アセットマネジメント」、

を策定し、管路は耐震管による布設替えを計画しています。また耐震化計画に基づ

き、今後補助金を活用する予定です。 

 

4. 経営比較分析表等を活用した現状分析（令和 5 年度） 

(1) 経営比較分析表について 

経営比較分析表は、各公営企業の経営及び施設の状況を表す主要な経営指標とその分

析で構成され、平成 29 年度からその公表が開始されました。各公営企業においては、

複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握する

ことが可能となりましたが、水道事業では、「経営の健全性・効率性」並びに「老朽化の

状況」の観点から、次の指標を挙げています。 

 

「経営の健全性・効率性」の観点  「老朽化の状況」の観点 

①収益的収支比率 

③流動比率 

⑤料金回収率 

⑦施設利用率 

②累積欠損金比率 

④企業債残高対給水収益比率 

⑥給水原価 

⑧有 

 ⑨有形固定資産減価償却率 

⑩管路経年化率 

⑪管路更新率の指標 

 

令和 5 年度においての経営の健全性・効率性を示す指標及び分析結果を、図 2-11、

表 2-12、表 2-13 に示します。 
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図 2-11 経営比較分析表 
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表 2-12 経営の健全性・効率性 

項  目 説  明 分析結果 
収益的収支比率 収益的収支比率とは、給水収益や一般

会計からの繰入金等の総収益で、維持
管理費、支払利息及び地方債償還金等
をどの程度賄えているかを表す指標で
す。 

過年度は類似団体より下回
っていますが、R4 及び R5
は類似団体とほぼ同じ指標
を示しています。 

累積欠損金比率 営業収益に対する累積欠損金（営業活
動により生じた損失で前年度からの繰
越利益剰余金等でも補塡することがで
きず、複数年度にわたって累積した損
失のこと）の状況を表す指標です。 

該当数値なし 

流動比率 短期的な債務に対する支払能力を表す
指標で１年以内に支払うべき債務に対
して支払うことができる現金等がある
状況を示し 100％以上であることが必
要と言えます。 

該当数値なし 

企業債残高 
対給水収益比率 

給水収益に対する企業債残高の割合で
あり、企業債残高の規模を表す指標で
す。 

今後、更新事業を行ってい
くため増加しますが、起債
の新規発行は計画的に活用
します。 

料金回収率 給水に係る費用がどの程度給水収益で
賄えているかを表した指標です。100％
を下回る場合、給水に係る費用が給水
収益以外の収入で賄われていることを
意味します。 

類似団体より下回っていま
すが、経営は一般会計から
の繰入金で賄われている状
況です。 

給水原価 有収水量１㎥当たりについて、どれだ
けの費用がかかっているかを表す指標
です。本指標はその良し悪しを判断す
る明確な数値基準がありませんが、経
年比較や類似団体との比較により状況
を把握・分析するものです。 

類似団体と比較し高い値で
す。河川表流水の浄水化に
多額の費用がかかっている
状況です。 

施設利用率 一日配水能力に対する一日平均配水量
の割合で、施設の利用状況や適正規模
を判断する指標で、一般的には高い数
値であることが望まれます。 

人口の減少等により年々減
少傾向を示しており、施設
更新時には、施設規模の見
直しが必要です。 

有収率 施設の稼動が収益につながっているか
を判断する指標で、100％に近ければ近
いほど施設の稼働状況が収益に反映さ
れていると言えます。 

施設の老朽化の進行により
低い数値を示ており、今後、
漏水調査等、無収水量を減
らす取組が必要です。 

表 2-13 老朽化の状況 

項  目 説  明 分析結果 
有形固定資産 
減価償却率 

有形固定資産のうち償却対象資産の減
価償却がどの程度進んでいるかを表す
指標で数値が 100％に近いほど老朽化
が進んでいることを示しています。 

該当数値なし 

管路経年化率 法定耐用年数を超えた管路延⾧の割合
を表す指標で、管路の老朽化度合を示
しています。 

該当数値なし 

管路更新率 当該年度に更新した管路延⾧の割合を
表す指標で、管路の更新ペースや状況
を把握できます。 

今後は、重要管路を中心に
計画的な更新を実施してい
きます。 
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経営の健全性・効率性について、指標より以下が示されると考えられます。 

 管理経費等の節減に努め、収益の向上に繋げていく必要があること 

 計画的な設備投資や管路更新を行い、運営の効率化を図ること 

 資本費用を見据えた料金改定により、健全な経営への寄与を目指すこと 

 

また、老朽化の状況についての指標からは、以下が示されると考えられます。 

 今後、同時期に敷設された管路が一斉に耐用年数を迎えることから、管路施設の

老朽化が大幅に増加すると見込まれるため、計画的に更新を行っていく必要が

あること 

 全体を更新するには時間と費用が莫大に掛かるため、補助事業の利活用により、

効率的・効果的に進めていく必要があること 

 

(2) 経営比較分析表による総括 

今後の更新に向けては、将来的な需要予測も含めた適切な施設規模及びダウンサイ

ジングについて検討していくことが求められます。全国的に発生している管路の老朽

化による事故等を抑えるためにも、アセットマネジメントによる中⾧期的な計画のも

と、施設の重要度・優先度を踏まえた計画的な更新が必要です。 

また、今後給水人口の減少による給水収益の低下や管路・施設の老朽化など、経営環

境の厳しさが増す傾向にある中で、財政のバランスと工事費の平準化等を有する更な

る投資計画（管路・施設の更新）について検討することが求められます。 
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第 3 章 将来の事業環境 

 

この章では、給水人口及び給水量について実績を整理し、これをもとに将来予測を実施し

ます。さらに得られた情報から、将来の料金収入などについて見通しを立てることで、将来

の事業環境を予想していきます。 

 

1. 給水人口との実績と見通し 

 給水人口は、行政区域内人口に社人研の減少率を乗じ普及率を考慮した上で設定して

います。 

推計の結果、給水人口は右肩下がりの傾向にあり、令和 5 年度の給水人口実績値は 1,005

人であるのに対して、20 年後の予測値は 803 人となり、20 年間でおおよそ 80％になる見

通しとなっています。 

 

 

図 3-1 給水人口の実績と予測 

 

給水人口の予測 

 2023 年（令和 5 年度）の実績値をもとに初山別村人口ビジョンにより予測しています。

人口ビジョンは実績値と違ってくるため、実績値と予測値の割合で予測値を補正していま

す。 

 R5 実績値（1,029 人）÷R5 人口ビジョン予測値（1,091 人）＝0.943 

 R6 人口ビジョン予測値（1,074 人）×0.943＝1,012.8 人≒1,013 人（R6 行政区域内人口） 

 R5 実績 97.7％（給水人口/行政区域内人口）×1,013 人＝989 人（R6 給水人口） 
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第 3 章 将来の事業環境 

 

2. 有収水量と料金収入の見通し 

有収水量・料金収入の見通しは、図 3-2 のとおりです。有収水量は給水人口の減少ととも

に減少し、それに比例して料金収入も減少していく見通しです。 

令和 5 年度年間有収水量 156 千㎥に対し、20 年後の予測値は、124 千㎥/年となり、20

年間でおおよそ 80％になる見通しです。 

 

 

図 3-2 有収水量と料金収入の見通し 

 

有収水量の予測 

 令和 5 年度の 1 人当りの使用水量を算出して、予測給水人口をかけて算出しています。 

 R5 有収水量（156,219 ㎥）÷Ｒ５給水人口（1,005 人）＝155.44 ㎥/人 

R6 予測給水人口（989 人）×1 人使用水量（155.44 ㎥/人）＝153,788 ㎥ 
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第 3 章 将来の事業環境 

 

3. 組織の見通し 

現在、簡易水道事業が直面している経営課題は、人員不足に加えて水道技術の継承や水

道施設の更新及び環境配慮など課題が複雑かつ多様化しています。 

このような背景の中で、水道事業に従事する職員の数は、民間事業者へ業務を委託する

など合理化を図りつつも、他業務との兼務の必要性も加味し、人数を確保、通常業務の執

行や課題解決に向けて取り組みを進めてまいりたいと考えます。 

 

4. 施設の見通し 

構造物・設備や管路における健全度は、更新がない場合を想定した場合、エラー! 参

照元が見つかりません。、図 3-4 が示す通り、10 年後には構造物・設備では経年化及び

老朽化となるのは 5 割、管路では経年化及び老朽化は 3.5 割にまります。また、第 2 章

4（1）における経営指標「施設利用率（１日平均配水量÷１日配水能力）」は、令和 5 年

度で 70％を示していますが、水需要の減少により将来には施設利用率が低下していくも

のと予想されます。 

優先順位を踏まえた更新投資の計画策定や事業費の平準化及び財政収支のバランス

を図りながら、管路や施設等における更新と規模の適正化に努めていきます。 

 

 

図 3-3 資産の健全度（施設） 
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第 3 章 将来の事業環境 

 

 
図 3-4 資産の健全度（管路） 
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第 4 章 経営の基本方針 

 

初山別村簡易水道事業は、「安心で安全な水道の安定供給と持続的経営」を実現し、初山

別村を下支えすることを目指しています。 

初山別簡易水道事業における実現すべき将来像としては、「水道法」に示された目的およ

び初山別村の行政目標等を実現することと考え、平成 29 年経営戦略策定時に、次のように

設定しています。 

 

水道の将来像：「安心で安全な水道の安定供給と持続的経営」 

 

それを実現するための基本方針として、「新水道ビジョン」に示された「持続」「安全」「強

靭」といった諸課題を考慮しつつ、第８期初山別村総合振興計画等に示された目標を踏まえ、

次のとおりに設定します。 

 

「持続」： 経営基盤の強化・継続 

「安全」： 清浄で安心・安全な水を供給 

「強靭」： 事故・災害に強い水道と支援体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８期 初山別村総合振興計画（2021~2030） 

基本テーマ：人と自然 結び合いきらめく村 しょさんべつ 

村づくりの基本理念 

Ⅰ 自然を生かした活力ある村づくり 

Ⅱ 快適で元気に安心して生活できる村づくり 

Ⅲ こころ豊かにたくましさを育む村づくり 

Ⅳ みんなが主役でみんなが一体となる村づくり 
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第 4 章 経営の基本方針 

 

第８期 初山別村総合振興計画（2021~2030） 

基本目標ごとの方針 
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第 4 章 経営の基本方針 

 

第８期 初山別村総合振興計画（2021~2030）により、初山別村簡易水道事業のあり方、

将来像のイメージは、図 4ʷ1 に示すとおりとなります。事業目標としては、「持続」「安全」

「強靭」といった各項目に落とし込んだ方針と施策を着実に実施し、行政目標を実現するた

めの社会インフラとして下支えすることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4ʷ1 簡易水道事業の将来像イメージ 

 

 

 

 

 

 

持  続 
経営基盤強化 

安  全 
良好な水の供給 

強  靭 
あらゆる危機に対応 

水道の将来像：「安心で安全な水道の安定供給と持続的経営」 
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第 5 章 投資・財政計画 

 

1. 投資試算及び財政試算における方法・結果 
 

(1). 投資試算の方法 

投資試算は、「令和 5 年度 水道事業アセットマネジメント」（以下、「アセットマネジメン

ト」）、にて 40 年間の財政収支を見通したうえで、「水道施設更新計画」（以下、「更新計画」）

にて 10 年間の水道施設の更新計画を立て、本経営戦略の投資計画に反映しました。 

 

アセットマネジメント及び更新計画を踏まえた、令和 7 年から 16 年までの事業計画は以

下の通りです。 

 

初山別地区導水管布設替工事（国庫補助事業）             単位（千円） 

年 度 工事費 調査費 事業費(計) 備 考 

令和 7 年度  8,990 8,990  

令和 8 年度  4,600 4,600  

令和 9 年度 29,350 4,600 33,950  

令和 10 年度 29,350 4,600 33,950  

令和 11 年度 29,350 4,600 33,950  

令和 12 年度 29,350 4,600 33,950  

令和 13 年度 29,350 4,600 33,950  

令和 14 年度 29,350 4,940 34,290  

令和 15 年度 28,710  28,710  

 

事業内容 

初山別地区導水管（初山別導水ポンプ場から初山別浄水場まで） 

 φ150ｍｍ Ｌ＝3,183.4ｍ 
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第 5 章 投資・財政計画 

 

初山別簡易水道 PLC 更新工事（NTT 専用回線廃止対策）単位（千円） 

年 度 工事費 調査費 事業費(計) 備 考 

令和 8 年度 40,000  40,000  

令和 9 年度 40,000  40,000  

令和 10 年度 40,000  40,000  

 

事業内容 

NTT 専用回線廃止に伴うテレメータ更新工事 

① 庁舎 PLC 装置工事 

② 初山別浄水場 PLC 更新工事 

③ 取水ポンプ場、第 2 配水池、初浦配水池 PLC 更新工事 

④ 有明浄水場 

⑤ 有明高台配水池 

⑥ 有明高台配水池 
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第 5 章 投資・財政計画 

 

(2). 財政試算の方法 

財政試算は、想定した必要財源と更新投資額や経常費用の収支見通しを試算します。 

 
表 5-1 財政試算の主な必要事項 

給水収益の設定 
年間有収水量の将来推計値に供給単価を乗じて将来の給水収益を設
定します。供給単価は更新需要に対応することで財政収支の均衡が
図られない場合に財源確保の観点から調整（一般会計繰入）します。 

上記以外 の収益 的
収入の設定 

その他営業収益や営業外収益及び特別利益等について、過去の実績
等を踏まえて、将来の収益的収入を設定します。 

収益的支出の設定 
人件費、維持管理、支払利息、減価償却費、委託費等の支出につい
て、過去の実績や動向を踏まえて、将来の収益的支出を設定します。 

資本的収入の設定 
企業債や他会計補助金等について、更新需要に対応しかつ財政収支
の均衡が図られるように、将来の資本的収入を設定します。 

資本的支出の設定 
事業費や企業債償還金等について、現在確定している額や更新投資
に新たに発生する額等について、資本的支出を設定します。 

財政試算 のケー ス
設定 

更新対象施設の更新基準年数及び老朽管路更新計画にもとづく更新
投資に対応するために、各種の財源確保を設定する試算を実施しま
す。 

 

 

(3). 投資計画及び財政計画（収支計画） 

試算により得られた投資計画並びに収支計画表について、表 5-2 及び表 5-3 のとおり

示します。 
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第 5 章 投資・財政計画 
表 5-2 収益的収支による投資・財政計画 

 



36 

 

第 5 章 投資・財政計画 

表 5-3 資本的収支による投資・財政計画 
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第 5 章 投資・財政計画 

2. 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明  

 

(1). 収支計画のうち投資についての説明 

1). 目標設定 

 構造物・設備及び管路の更新を進め、健全度の向上を図ります。また、ダウンサイジン

グなど計画的な施設更新を継続することにより施設利用率を高め、効率的な事業運営を

目指してまいります。 

2). 投資計画の内容 

計画期間内に実施する主な投資内容は下記のとおりです。 

 

 令和 7 年から令和 15 年まで、老朽化した初山別導水管の更新を実施します。 

 令和 8 年から令和 10 年まで、NTT 専用回線廃止に伴うテレメータ更新工事を実

施します。 

 管路更新時には、耐震性及び耐久性に優れた DCIP（ダクタイル鋳鉄管 耐震型継

手）、HPPE（配水用ポリエチレン管）を採用し管路の耐震化を進めています。 

 

(2). 収支計画のうち財源についての説明 

1). 目標設定 

財源計画は、収支均衡を図るため、経費削減に取り組みます。経営状況の健全性を示す、

経常収支比率(%)と料金回収率(%)を指標に設定しました。 

 
表 5-4 目標とする指標（経常収支比率） 

指標名称 指標内容 

収益的 

収支比率 

（％） 

 

算出式：総収益/（総費用＋地方債償還金）×100  

 

給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用を

どの程度賄えているかを表す指標です。数値が 100％を下回る場合は、単年度収支

の赤字を示すことになり、投資と財源の均衡を図る取組が必要となります。計画期

間内の目標値は、投資と財源の均衡を図る観点から 78.5％（令和 14 年度）としま

す。 
(R5：73.43%→R14：78.5％) 
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第 5 章 投資・財政計画 

 

表 5-5 目標とする指標（管路更新率） 

指標名称 指標内容 

管路更新率

（％） 

 

算出式：当該年度に更新した管路延⾧÷管路延⾧×100 

 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、数値が１％の場合、

すべての管路を更新するのに 100 年かかる更新ペースであることが把握できます。

経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、

適切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められます。 

管路経年化率が高い、且つ、管路更新率が低い場合は、一般的に、管路の更新投

資を増やす必要性が高いため、早急な検討が必要です。 

本経営戦略では、R7～R14 は導水管の更新を計画しています。導水管延⾧によ

り 0.49％の更新率を目標とします。 
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第 5 章 投資・財政計画 

 

水道事業経営の安定化に必要な財源確保について、水道利用者から理解を得られるこ

とは非常に重要で、このためには、目標の設定や原価計算表の作成など、事業運営の見え

る化がそのツールとなります。 

次に、選択されたシナリオに基づき、水道水を供給するために必要な費用に対する料金

収入の割合を示す資料として、原価計算表を作成しました。 

 
表 5-6 原価計算表 

収入の部  

項目 
金額 

最近 1 カ年 
の実績 

投資財政計画 
（A)(R12) 

公費負担分 
（B) 

料金対象収支 
（A）-（B) 

  (千円) (千円) (千円) (千円) 
料金（X) 40,205 33,251   33,251 
受託工事収益 0 0   0 
その他 60 30   30 

計 40,265 33,281 0 33,281 

支出の部     

項目 
金額 

最近 1 カ年 
の実績 

投資財政計画 
（A)(R12) 

公費負担分 
（B) 

料金対象収支 
（A）-（B) 

  (千円) (千円) (千円) (千円) 
人件費 7,973 110,435   110,435 
動力費 7,839 8,184   8,184 
修繕費 13,307 7,788   7,788 
材料費 0 0   0 
受水費 0 0   0 
減価償却費 0 63,562   63,562 
その他 23,518 22,052   22,052 
支払利息 9,527 5,358   5,358 

計（Y) 62,164 217,379 0 217,379 
     

資産維持費（Z)    8,082 
  資産維持費＝対象資産×資産維持率（３％を標準）  
料金対象経費（Y)+(Z)   225,461 

     
(X)/((Y)+(Z))×100 14.8% 

 

対象期間を令和 7～12 年度として原価計算をした結果、施設更新や維持管理に必要な費

用に対して料金収入は約 14.8％となり、維持管理費や資産維持費への補填が必要になりま

す。料金水準の現状も踏まえ、料金については今後の収支バランスに注視しながら、料金改

定の必要性を検討していきます。 
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第 5 章 投資・財政計画 

 

2). 財源の説明 

財源については、表 5-7 に示すとおりの内容になっています。 

 
表 5-7 試算上の財源確保手段 

料金に関する事項 
一般会計の繰入のため計画期間内での料金改定は見込んでいませんが、

今後の収支バランスに注視しながら、料金改定の必要性を検討していき

ます。 

建設改良の財源 

企業債・国庫補助金 

計画期間内の建設改良費の財源は、国庫補助事業及び起債を計画してい

ます。 

繰入金 
基準内繰入金は繰出基準に基づき見込んでいます。 

基準外繰入金は当期純利益が不足しないよう繰入額を調整して見込ん

でいます。 

資産の有効活用 
現在のところ、有効活用できる遊休資産がないため、収入増加につなが

る資産の有効活用の取組みについては該当がない状況です。 

 

 

(3). 収支計画のうち投資以外の経費について説明 

投資以外の経費（委託費、修繕費、人件費等）の積算の考え方等について表 5-8 に示し

ます。 

 

表 5-8 投資以外の経費 

職員給与費に関する事項 令和 5 年度の人件費をもとに年 1.5％の上昇を見込んでいます。 

光水熱費に関する事項 
令和 5 年度の実績値をもとに費用を見込んでいます。人口減少による稼
働率低下と物価上昇を考慮しています。 

維持管理費に関する事項 
維持管理費の内、人件費等の影響を受けるものは、年 2％の上昇を見込
んでいます。 

委託料に関する事項 
施設管理費、保守点検及びメーター検針等の委託料です。 
令和 5 年度の実績値をもとに年 2％近の上昇を見込んでいます 

修繕に関する事項 過年度の実績値（5 カ年平均）を見込んでいます。 

その他 令和 5 年度の実績値の費用を見込みます。 
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3. 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

(1). 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等 

投資の合理化及び費用の見直しについての検討状況は下表のとおりです。 
 

表 5-9 投資の合理化、費用の見直し 

民間の資金・ 
ノウハウ等の活用 
(PPP/PFI 等 の 導 入
等) 

現在、装機器保守点検、自家用電気保安点検、水質検査、メーター検針、漏水
調査、配水池清掃、料金システム保守、財務システム保守、実施設計、経営戦
略改定、アセットマネジメント改定を民間委託し事業運営に必要な人員やノウ
ハウを確保しています。今後、給水人口の減少による事業経営への影響や専門
性を要する水道職員の不足が進むため、更なる民間活用により経営資源を調達
する必要があります。 

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの充実 
（施設・設備の⾧寿命
化等による投資の平
準化） 

令和 4 年度にアセットマネジメントを策定し、アセットマネジメントにより更
新事業を実施し、安定した給水を目指すものです。更新計画は予防保全型の維
持管理等により⾧寿命化を図るとともに、更新投資は健全度等に応じた優先順
位の設定や事業費の平準化及び料金改定による財政収支ギャップの解消などに
より、更新投資の合理化に向けて検討を進めていきます。 

施設・設備の統廃合
及び性能の合理化 
（ダウンサイジング） 
（スペックダウン） 

施設並びに管路のダウンサイジングやスペックダウンは、将来の水需要予測を
踏まえて、統廃合、再編成、施設容量、口径変更の検討が求められます。この
検討には、施設・管路の適切な予備力や給水安定性及び水道システム全体にお
ける合理的な配置などを考慮することが必要となりますが、投資の手戻りがな
いように⾧期的視点に立って情報収集をはじめとした検討を継続していきま
す。 

その他の取組み 

初山別村総合振興計画（2021～2030）では、「いつ発生するかわからない大地
震や豪雨等に備えた防災・減災対策の強化による村全体の強靱化をはじめ、あ
らゆる分野で安全・安心の視点を重視した取組みを進めていく」とされている
ことから、災害時においても安定的な給水を確保するため、浄水場や配水池な
どの水道施設の耐震化を図るとともに、管路についても基幹管路の耐震化を推
進することを掲げます。このため老朽化管の更新は、耐震管を採用し耐震化率
の向上に努めます。 
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(2). 財源についての検討状況等 

 財源についての検討状況は下表のとおりです。 

 
表 5-10 財源の検討状況 

料 金 

計画的な投資により、収支ギャップが生じます。計画期間内での料金改定は行
いませんが、今後は基準外繰入の軽減を図るため料金改定が必要となります。
水需要の減少による収入の低下、物価等による費用の増加傾向の見込みは変わ
りません。今後についても適正な水道料金の検討を行っていきます。 

企 業 債 経常収支や資金残高を考慮して投資と財政の均衡を図りながら、持続性のある
水道事業の経営を行うため、国庫補助事業の導入及び起債を活用していきます。 

繰 入 金 繰入金は、その必要性に応じて関係部署と調整して計上しています。 

資産の有効活用等に
よる収入増加の取組 現在取り組みは行っていませんが、今後は検討が必要になります。 

その他の取組み 現在取り組みは行っていませんが、今後は小水力発電等による再生可能エネル
ギー利用促進の検討に取り組みます。 

 

(3). 投資以外の経費についての検討状況等 

投資以外の経費（委託費、修繕費、人件費等）における推計では、過去の実績値による

平均値や、実績値による上昇率や、経済物価情勢の展望（日銀）等を参考に年 2％の上昇

率を見込むなどしています。 

今後は、経済・物価を巡る不確実性がある中、各経費の実態を把握しながら、同時に経

済物価情勢を注視しながら、経費の動向を検討していきます。 
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第 6 章 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

1. 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

経営戦略は、PDCA サイクルを働かせ、「経営戦略の計画策定(P)→計画の実施（事業運

営）(D)→決算分析・乖離要因把握・検証(C)→取組みの再検討(A)→改定(Ｐ)→(Ｄ)→・・・」

というサイクルを繰り返すことで、経営の基本方針に従う安定的な経営と経営改革の持続

を目指すもので、そのイメージを図 6-1 及び図 6-2 に示します。計画期間は 10 年間とし、

ＰＤＣＡサイクルに則り 5 年ごとに見直して、経営指標をはじめとする活動成果をＨＰ等

に公表していきます。なお、次回は令和 12 年 3 月に見直し予定です。 

 

経 営 の 
基本方針 

安心で安全な水道の安定供給と持続的経営 

図 6-1  経営戦略のＰＤＣＡサイクル(5 年間) 

図 6-2  経営戦略のＰＤＣＡサイクル（⾧期間） 

5年後の経営戦略見直し

10年後の経営戦略見直し

Ｘ年後の経営戦略見直し

経営戦略の策定 (数値目標設定) 

経営方針

目標値

PDCAの継続



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

初山別村簡易水道事業経営戦略 

(令和 7年度～令和 16 年度) 

 

2017 年 1月策定 

2025 年 4月改定 

初山別村 


